






要約:地域の周産期医療システムを整備するためには、周産期医療を実践する医療機関の

整備のみならず、地域の周産期医療情報ネットワークの構築が必要である。そこで、すで

に地域の周産期医療情報ネットワークが稼動している大阪地区の現況を報告し、周産期医

療システム整備に必要な情報ネットワークの在り方について検討する。特に大阪でのハイ

リスク児の出生およびその受け入れ状況をこの報告書では扱う。大阪でのハイリスク児出

生状況め調査、およびこれらの児の医療機関への収容状況は、NMCS (新生児診療相互援助

システム)の事業として実施されている。これらは、NMCS 参加施設で毎日実施される空床

報告、および月毎の入院患者報告である。また、患者発生から受け入れ施設への搬入を効

率良く実施するために、2 ヵ所の情報センターを設置し、患者の状態に適した受け入れ施

設を決定している。このような情報ネットワークが存在する結果、 1997 年には大阪地区

で 3, 836 名のハイリスク児がNMCS 参加施設で治療を受けた。これは大阪で発生する中等

度以上のハイリスク児のほぽ全てが情報ネットフークを通じて NMCS 参加施設に収容され

たことになる。周産期医療システムを効率的に運用するためには、情報ネットワークの構

築が不可欠である。


